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１ 「愛知県の国際化に関する県民意識調査」の概要 

 

（１） 調査の実施概要 

■ 調査の目的 

新しい国際化の推進施策の方向性を示す「新たな国際化推進計画」策定のための基礎

資料とします。 

■ 調査の実施 

① 日本人県民意識調査 

・ 調 査 期 間： 2007 年 6 月 30 日～7月 30 日 

・ 調 査 方 法： 郵送配布－郵送回収 

・ 対 象 者： 愛知県内に在住する日本人 4,000 人 

・ サンプリング方法： 住民基本台帳により無作為抽出 

･ 有 効 回 答 率： 1,094 人（回収率 27.4％） 

・ 対象者数及び回答者数： 住    所 対象者数 回答者数 

名古屋市内 1,000 266 

尾 張 地 区 1,000 262 

知 多 地 区 400 105 

西三河地区 800 233 

東三河地区 800 219 

無 回 答 － 9 

合 計 4,000 1,094  

  ② 外国人県民意識調査 

・ 調 査 期 間： 2007 年 7 月 11 日～7月 30 日 

・ 調 査 方 法： 郵送配布－郵送回収 
調査法は日本語（ルビ付）のほか、外国語 1 ヶ国語の
2言語を使用 

・ 対 象 者： 愛知県内の外国人登録者の多い 10 市に在住する
外国人 2,000 人 

・ サンプリング方法： 外国人登録者の中から無作為抽出 

･ 有 効 回 答 率： 489 人（回収率 24.5％） 

・ 回 答 者 数： 国 ・ 地域など 人  数 

韓国･朝鮮 60 

中 国 83 

フ ィ リ ピ ン 68 

その他（上記以外）アジア 31 

ブ ラ ジ ル 155 

ペ ル ー 29 

その他（上記以外）中南米 3 

そ の 他 15 

無 回 答 45 

合 計 489  
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（２） 調査結果（概要）        ※多文化共生に関する設問について、まとめています。 

① 日本人県民意識調査 

（多文化共生の認知度） 

設問 あなたは「多文化共生」という言葉を聞いたことがありますか。 （1 つに○） 

 

多文化共生の認知度は「ある」という回答が 39.7％、「ない」という回答が 57.2％となっています。

「ある」という回答が、2002年12月に実施した「『多文化共生』に関する県民意識調査」と比較する

と、10.3 ポイント増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39.7 57.2 3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(1094)

35.1

29.1

40.4

49.0

39.1

38.6

63.8

70.9

58.1

47.8

57.4

48.1

80.0

3.5

13.3

20.0

1.1

3.2

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20～29歳(94)

30～39歳(175)

40～49歳(203)

50～59歳(278)

60～69歳(256)

70歳以上(83)

無回答(5)

37.6

42.7

35.2

39.9

42.0

59.0

56.5

61.0

56.7

53.4

88.9

3.4

3.8

3.4

4.6

11.1

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

名古屋市内(266)

尾張地区(262)

知多地区(105)

西三河地区(233)

東三河地区(219)

無回答(9)

ある ない 無回答（ ）は有効回答数 
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（外国人の増加） 

設問 本県に在住している外国人は現在約 20 万人で、毎年増加しています。地域に外国人

が増えていくことをどう思いますか。 （１つに○） 

 

外国人の増加は「治安が悪化する可能性があり、望ましくない」という回答が 31.1％で最も多く

なっています。次いで「外国の言葉・文化・習慣を知る機会が増えるので、望ましい」という回答が

16.4％、「習慣や文化の違いから外国人とトラブルが起こるので、望ましくない」という回答が

13.3％などとなっています。望ましくないという否定的な回答が 47.3％と、望ましいという肯定的な

回答 29.4％を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（　）内は有効回答数

16.4

17.7

15.6

15.2

17.2

15.5

11.1

31.1

32.9

29.8

31.3

32.9

28.5

33.4

7.6

7.1

9.2

12.4

5.2

6.8

13.3

11.3

12.6

7.6

15.5

16.4

22.2

5.4

5.3

5.7

4.8

7.3

4.8

5.0

11.4

11.7

13.4

10.5

12.4

8.2

11.1

8.2

8.3

9.5

8.6

8.2

6.8

4.8

5.5

22.2

3.9 3.0

1.5

1.9

2.9

3.7

2.7

3.8

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1094)

名古屋市内(266)

尾張地区(262)

知多地区(105)

西三河地区(233)

東三河地区(219)

無回答(9)

①外国の言葉・文化・習慣を知る機会が増えるので、望ましい

②治安が悪化する可能性があり、望ましくない

③地域で外国人と交流できるので、望ましい

④習慣や文化の違いから外国人とトラブルが起こるので、望ましくない

⑤地域の経済的な発展につながり、望ましい

⑥外国人向けの施策、インフラが必要になるなど、社会的な負担が増えるので、望まし
くない
⑦わからない

⑧その他

⑨無回答

① ② ③ ④

⑤

⑥ ⑦ ⑧ 

⑨ 
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（在住外国人とのトラブル） 

設問 あなたは、在住外国人との間でトラブルを体験したことがありますか。または、ご自分以

外の方のトラブルについて聞いたことがありますか。 

 

在住外国人とのトラブルは「マスコミ等を含めトラブルの話しを聞いたことがある」という回答が

47.3％で最も多くなっています。次いで「全く知らない」という回答が 28.2％、「家族、親しい友人

の経験を聞いたことがある」という回答が 14.4％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（　）内は有効回答数

6.6

6.1

8.6

7.7

8.2

11.1

14.4

9.4

14.5

12.4

19.7

16.4

47.3

47.4

51.5

42.9

46.8

44.7

44.4

28.2

33.8

24.8

32.4

26.2

25.1

33.3

4.8

6.4

5.7

6.8

11.1

3.8

3.4

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1094)

名古屋市内(266)

尾張地区(262)

知多地区(105)

西三河地区(233)

東三河地区(219)

無回答(9)

①自分が体験したことがある

②家族、親しい友人の経験を聞いたことがある

③マスコミ等を含めトラブルの話しを聞いたことがある

④全く知らない

⑤無回答

① ② ③ ④ ⑤ 
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（外国人雇用企業の責任） 

設問 在住外国人の就労環境に関し、雇用する企業の対応が問題とされることがあります

が、あなたは外国人を雇用している企業の責任についてどう考えますか。 

（１つに○） 

 

外国人雇用企業の責任は「雇用形態に関わらず、最終的に外国人が働いている企業が責任

を持って対応すべきである」という回答が 40.3％で最も多くなっています。次いで「貴重な労働力

として、日本人労働者と同様に扱うべきである。」という回答が 25.3％、「最低賃金等法令を遵守

すべきである」という回答が 18.5％などとなっています。 

地域別にみると、「貴重な労働力として、日本人労働者と同様に扱うべきである」と答えた人の

割合は、知多地区で高くなっています。「雇用形態に関わらず、最終的に外国人が働いている企

業が責任を持って対応すべきである」と答えた人の割合は、地域によってそれほど差は見られま

せん。 

 

（　）内は有効回答数

25.3

24.4

25.2

34.3

20.6

27.4

22.2

18.5

19.9

16.8

16.2

20.2

18.3

11.1

40.3

40.3

40.9

35.1

41.6

40.6

44.5

8.6

7.5

9.9

6.7

11.6

6.4

4.3

4.9

5.3

4.8

11.1 11.1

3.2

3.0

1.4

1.7

1.0

1.1

1.1

1.3

2.7

1.3

1.9

0.8

1.9

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1094)

名古屋市内(266)

尾張地区(262)

知多地区(105)

西三河地区(233)

東三河地区(219)

無回答(9)

①貴重な労働力として、日本人労働者と同様に扱うべきである。

②最低賃金等法令を遵守すべきである

③雇用形態に関わらず、最終的に外国人が働いている企業が責任を持って対応すべ
きである
④安い労働力を確保したいという企業側の理屈も理解できる

⑤わからない

⑥その他

⑦無回答

① ② ③ ④ 
⑤ ⑥ 

⑦ 
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（在住外国人への期待） 

設問 地域を在住外国人とともに暮らしやすい社会にするため、在住外国人にどのようなこと

を期待しますか。 （１つに○） 

 

在住外国人への期待は「日本の法律、生活ルール、習慣を守ってほしい」という回答が 63.5％

で最も多くなっています。次いで「地域住民との交流や地域の活動に参加してほしい」という回答

が 12.5％、「生活の中で感じたことを提案、発言してほしい」という回答が 9.1％などとなっていま

す。 

 地域別にみると、「日本の法律、生活ルール、習慣を守ってほしい」と答えた人の割合は、西三

河地区で高くなっています。

（　）内は有効回答数

63.5

63.2

59.9

60.0

68.3

63.9

77.8

8.7

10.5

9.5

7.6

7.7

6.8

11.1

12.5

10.2

14.1

17.1

13.3

11.0

3.8

4.6

9.1

8.6

11.1

8.6

9.0

8.2

11.1

2.7

1.9

3.1

0.9

0.9

2.6

1.0

0.9

0.8

1.5

0.8

0.4

0.9

1.8

1.5

1.5

1.9

0.4

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1094)

名古屋市内(266)

尾張地区(262)

知多地区(105)

西三河地区(233)

東三河地区(219)

無回答(9)

①日本の法律、生活ルール、習慣を守ってほしい

②日本語や日本の文化を学んでほしい

③地域住民との交流や地域の活動に参加してほしい

④外国の言葉や文化を教えてほしい

⑤生活の中で感じたことを提案、発言してほしい

⑥特になし

⑦その他

⑧無回答

 

① ② ③
④

⑤ ⑥ ⑦ 

⑧ 
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（多文化共生への行政の取組） 

設問 日本人住民と在住外国人とがともに暮らしやすい社会にしていくためには、あなたは

県や市町村など行政はどんな取組に最も力を入れるべきだと思いますか。 

（１つに○） 

 

多文化共生への行政の取組については「外国人に対し、日本の生活ルールや習慣、文化の

違いなどについて周知する」という回答が 35.3％で最も多くなっています。次いで「外国人に対

する相談体制や多言語での情報提供を充実する」という回答が 19.7％、「日本人と外国人との

交流の場をつくる」という回答が 8.4％などとなっています。 

地域別にみると、「外国人に対し、日本の生活ルールや習慣、文化の違いなどについて周知

する」と答えた人の割合は、西三河地区が 41.3％で最も高く、知多地区は 21.9％と低くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯

全 体 35.3 19.7 4.5 4.8 4.3 8.4 5.2 3.5 1.8 1.5 1.5 1.7 1.2 3.2 0.7 2.7

名古屋市内 37.4 19.5 5.3 3.8 1.9 9.4 6.8 3.4 1.5 1.5 1.5 0.8 2.3 3.0 0.4 1.5

尾 張 地 区 30.9 22.1 5.0 5.3 3.1 11.5 5.0 5.0 2.3 1.9 1.1 1.5 0 1.1 1.5 2.7

知 多 地 区 21.9 25.5 6.7 8.6 4.8 4.8 4.8 3.8 1.9 2.9 1.9 1.9 1.0 5.7 0 3.8

西三河地区 41.3 18.9 3.4 3.9 6.0 7.3 4.7 2.1 2.1 0 1.7 2.6 1.3 3.4 0.4 0.9

東三河地区 37.9 14.6 3.2 5.0 6.8 6.8 4.6 3.2 1.4 1.8 1.4 2.3 1.4 4.1 0.9 4.6

215

49

53

47

57

38

20

16

16

19

13

35

8

29

92

387

0 100 200 300 400

①外国人に対し、日本の生活ルールや習慣、
文化の違いなどについて周知する

②外国人に対する相談体制や多言語での
情報提供を充実する

③外国人に対し、日本語の学習を支援する

④外国人の労働環境の改善を促す

⑤外国人の子どもに対する教育を充実させる

⑥日本人と外国人との交流の場をつくる

⑦外国人に対する医療・保険・福祉分野の施策を充実させる

⑧日本人に対し、多文化共生に関する
意識啓発や国際理解を促進する

⑨外国人が地域社会に積極的に参画するよう促す

⑩外国人に意見表明の場や県政への参加の機会を増やす

⑪日本人に対し、外国語の学習を支援する

⑫着実に多文化共生施策を推進するために、
条例を制定する

⑬特にない

⑭わからない

⑮その他

⑯無回答

人

地区別の回答割合  （単位：％） 
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（増加する外国人の子どもたち） 

設問 外国人の子どもたちが学校に増加することについて、あなたはどう思いますか。 

（1 つに○） 

 

増加する外国人の子どもたちは「日本人の子どもたちに多様性を理解させる良い機会になり

歓迎である」という回答が 45.0％で最も多くなっています。次いで「早いうちから外国人に慣らせ

ておくのは、子どもの将来に有意義だと思う」という回答が 23.9％、「日本人の子どもたちの国際

感覚が養われるので、歓迎である」という回答が 15.6％などとなっています。 

歓迎である、有意義だと思うという肯定的な意見が 84.5％となっています。 

地域別にみると、「日本人の子どもたちの国際感覚が養われるので、歓迎である」と答えた人

の割合は、名古屋市内が 22.6％と最も高くなっています。「日本人の子どもたちに多様性を理解

させる良い機会になり歓迎である」と答えた人の割合は、知多地区が 52.4％と最も高くなってい

ます。 

（　）内は有効回答数

15.6

22.6

14.5

11.4

13.7

13.2

45.0

40.5

48.1

52.4

47.2

41.6

33.4

23.9

20.7

25.2

21.9

24.5

26.0

33.3

7.7

7.5

5.3

5.7

9.9

9.1

11.1

4.6 4.6

22.2

0.9 0.4

1.0

2.3

3.0

1.6

3.4

3.8

3.1

3.8

3.7

2.5

1.9

1.5

3.8

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(1094)

名古屋市内(266)

尾張地区(262)

知多地区(105)

西三河地区(233)

東三河地区(219)

無回答(9)

①日本人の子どもたちの国際感覚が養われるので、歓迎である

②日本人の子どもたちに多様性を理解させる良い機会になり歓迎である

③早いうちから外国人に慣らせておくのは、子どもの将来に有意義だと思う

④外国人の子どもたちへの対応に追われ、日本人の子どもたちに手が行き
届かなくなるなど、日本人の子どもたちに影響が出るので望ましくない

⑤外国人の子どもたちのために余分な出費がかかり、好ましくない

⑥その他

⑦無回答

① ② ③ ④ ⑥ 

⑦ 

⑤ 
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② 外国人県民意識調査 

（在留資格） 

設問 現在の在留資格 （1 つに○） 

 

回答者のうち、32.2％が「永住者」であり、次いで「日本人又は永住者の配偶者等」が15.3％、

「定住者」が 11.2％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（滞在期間） 

設問 どのくらい日本に住んでいますか。 （1 つに○）（何回も来日された方は通算で） 

 

滞在期間は「10年以上 20年未満」という回答が 29.6％で最も多くなっています。次いで「1年

以上5年未満」という回答が26.6％、「5年以上10年未満」という回答が19.0％などとなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.2 26.6 19.0 29.6 8.4

2.7

1.2

1.8

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
(489)

①1年未満 ②1年以上5年未満 ③5年以上10年未満

④10年以上20年未満 ⑤20年以上30年未満 ⑥30年以上40年未満

⑦40年以上50年未満 ⑧50年以上前から住んでいる ⑨無回答

10.8 32.2 15.3 11.2 2.9 4.1 10.0 5.9

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
(489)

①特別永住者 ②永住者 ③日本人又は永住者の配偶者等

④定住者 ⑤家族滞在 ⑥留学

⑦就学又は研修 ⑧人文知識・国際業務 ⑨技術

⑩技能又は興行 ⑪その他 ⑫無回答

① ② ③ ④

⑤

⑥

⑦

⑧
1.1

⑨ 2.0 

⑩  
1.6 

⑪ ⑫ 

① ② ③ ④ ⑤

⑥ ⑦ 

⑨ ⑧ 
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（来日目的） 

設問 日本に来た目的は何ですか。 （あてはまるものすべてに○） 

 

来日目的は「働くため」という回答が 51.5％で最も多くなっています。次いで「結婚」という回答

が 14.5％、「日本で生まれた」という回答が 11.2％などとなっています。 

国籍など地域別でみると、「働くため」と答えた人の割合は、中南米で高くなっています。「日

本で生まれた」と答えた人の割合は、韓国・朝鮮で高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.2

76.7

20.0

51.5

26.5

39.7

19.4

92.5

53.3

33.3

26.5

4.4

19.4

6.7

2.2

10.8

12.9

6.7

7.4

18.1

12.9

4.8

33.3

14.5

10.0

12.0

50.0

12.9

33.3

13.3

11.0

5.0

20.5

22.6

11.8

4.4

2.7

8.4

9.7

13.3

8.8

6.5

28.9

1.7

1.6

7.4

1.6

1.7

2.2

3.9

3.3

1.5

2.1

4.4

1.2

3.2

4.4

1.7

1.2

0.2

2.4

4.4

4.3

4.1

1.2

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(489)

韓国・朝鮮(60)

中国(83)

フィリピン(68)

その他アジア(31)

中南米(187)

その他(15)

無回答(45)

①日本で生まれた ②働くため ③職業技術の修得（研修）

④大学・大学院・専門学校入学 ⑤日本語の勉強 ⑥戦争など母国の政情不安

⑦結婚 ⑧家族に連れられてきた ⑨会社や勤務先の指示

⑩日本の大学等の招へい ⑪その他 ⑫無回答

（ ）内は有効回答数 

① ② ③

④

⑤

⑥ ⑧ 

⑦ ⑨ 

⑪ 

⑫ 

⑩ 
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（今後の滞在予定） 

設問 今後日本にどれくらい住む予定ですか。 （1 つに○） 

 

今後の滞在予定は「住み続けたい」という回答が 40.7％で最も多くなっています。次いで「決

めていない」という回答が 29.9％、「時期は決まっていないが、勉強や仕事などの区切りがつい

たら帰国」という回答が 10.4％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（日本語の能力） 

設問 あなたは日本語がどのくらいできますか。 

（聞く、話す、読む、書く力について 各 1 つに○） 

 

①聞く力：聞く力は「ゆっくりならわかる」という回答が 39.5％で最も多くなっています。次いで「日

本人と同程度」という回答が 29.9％、「単語がわかる」という回答が 24.7％となっています。 

②話す力：話す力は「日常会話ができる」という回答が 40.5％で最も多くなっています。次いで

「日本人と同程度」という回答が 30.1％、「単語が話せる」という回答が 22.7％となっています。 

③読む力：読む力は「ひらがな・カタカナが読める」という回答が34.0％で最も多くなっています。

次いで「簡単な漢字・ひらがな・カタカナが読める」という回答が30.7％、「日本人と同程度」という

回答が 17.2％となっています。 

④書く力：書く力は「ひらがな・カタカナが書ける」という回答が 36.6％で最も多くなっています。

次いで「簡単な漢字・ひらがな・カタカナが書ける」という回答が26.2％、「日本人と同程度」という

回答が 16.2％となっています。 

 

 

 

40.7 29.9 8.2 10.4 4.5

2.0

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
(489)

①住み続けたい

②決めていない

③3年以内

④1年以内

⑤期は決まっていないが、勉強や仕事などの区切りがついたら帰国

⑥その他

⑦無回答

① ② ③ ④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 
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国籍など地域別でみた日本語能力は、韓国・朝鮮ではどの日本語能力（聞く力、話す力、読

む力、書く力）においても、「日本人と同程度」と答えた人の割合が高くなっています。韓国・朝鮮、

中国ではどの日本語能力においても「日本人と同程度」と答えた人がいますが、フィリピン、その

他アジア、中南米においては、読む力と書く力で「日本人と同程度」と答えた人はほとんどいま

せん。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

83.4

85.0

88.3

90.0

10.0

10.0

5.0

5.0

5.0

5.0

5.0

3.3

1.7

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

書く力

読む力

話す力

聞く力

17.6

17.6

41.2

53.0

54.4

60.3

41.2

33.8

26.5

22.1

14.7

10.3

2.9

1.5

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

書く力

読む力

話す力

聞く力

韓国・朝鮮 

フィリピン 

18.1

21.7

20.5

24.1

45.8

44.6

36.1

34.9

20.5

36.2

4.8

12.0

39.8

28.9

2.4

2.4

2.4

2.4

1.2

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

書く力

読む力

話す力

聞く力

中国 
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（母国での仕事） 

設問 あなたは母国でどんな仕事をしていましたか。（1 つに○） 

 

母国での仕事は「無職（主婦・学生を含む）」という回答が 21.0％で最も多くなっています。次

いで「技能職（工場労働者、運転士等）」という回答が 14.9％、「その他」という回答が 10.2％など

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中南米 

聞く力          日本人と同程度              ゆっくりならわかる   

単語がわかる               できない   

無回答 

話す力         日本人と同程度              ゆっくりならわかる 

             単語がわかる                できない 

               無回答 

読む力          日本人と同程度                 簡単な漢字・ひらがな・カタカナが読める 

               ひらがな・カタカナが読める          漢字だけ読める 

               できない                      無回答 

書く力           日本人と同程度                 簡単な漢字・ひらがな・カタカナが書ける 

               ひらがな・カタカナが書ける         できない      

               無回答 

5.3 4.3 9.4 7.8 14.9 4.5 4.5 21.0 10.2 11.5

2.9

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
(489)

①経営・管理職（課長以上） ②技術職（研究員、技術者等）

③農林漁業 ④事務職

⑤専門職（弁護士、会計士、医者等） ⑥販売員（セールスマン等）

⑦技能職（工場労働者、運転士等） ⑧作業員（清掃、建設・土木、配達員等）

⑨教員（教授、教師、語学教師等） ⑩無職（主婦・学生を含む）

⑪その他 ⑫無回答

① 

② 

③ ④ ⑤ ⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ ⑪ ⑫ 

21.9

18.2

17.1

25.1

50.3

45.4

56.7

54.1

24.1

33.2

22.5

18.2

0.5

0.5

1.6

0.5

2.7

3.2

2.1

2.1

書く力

読む力

話す力

聞く力
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（日本人や日本社会で理解できないこと） 

設問 日本人の行動や社会システム、法律や交通ルールなどで最も理解できないこと、また

は戸惑ったことは何ですか。あれば、お書きください。 

 

記入の内容を分類すると、以下のとおりです。 

内     容 件  数 内     容 件  数 

行動・国民性 18 差別・偏見     6 

法律・規律 15 犯罪     4 

政治・参政権 9 文化・行政     3 

言葉 8 その他    10 

仕事・就職 8  

 

（県や市による緊急時の対策） 

設問 緊急時の対策として、県や市でどのようなことをしてほしいですか。 （2 つまで○） 

 

県や市による緊急時の対策は「緊急時に多言語で放送する」という回答が 37.6％で最も多く

なっています。次いで「避難場所での外国語の相談や情報提供」という回答が 21.9％、「避難場

所の案内を分かりやすくする」という回答が 19.0％などとなっています。 

17.6

8.3

18.1

23.5

22.6

19.3

13.3

11.1

19.0

21.7

18.1

13.2

12.9

23.5

13.3

13.3

37.6

10.0

55.4

36.8

25.8

45.5

33.3

20.0

21.9

8.3

24.1

11.8

19.4

32.1

13.3

13.3

15.5

40.0

13.3

29.4

16.1

13.3

15.6

14.5

8.3

9.6

22.1

12.9

15.5

20.0

15.6

8.3

22.3

28.3

16.9

13.2

32.3

18.7

33.3

42.2

3.7

1.2

2.0

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(489)

韓国・朝鮮(60)

中国(83)

フィリピン(68)

その他アジア(31)

中南米(187)

その他(15)

無回答(45)

①日ごろの外国人への災害についての広報 ②避難場所を分かりやすくする

③緊急時に多言語で放送する ④避難場所での外国語の相談や情報提供

⑤災害時の医療体制の充実 ⑥災害に対する事前の講習や訓練の実施

⑦その他 ⑧無回答
 

（ ）内は有効回答数 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

⑧ 

⑦ 
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（現在の仕事の内容） 

設問 あなたの現在の仕事の内容は何ですか。 （主なもの 1 つだけ○） 

 

現在の仕事の内容は「技能職（工場労働者、運転士等）」という回答が 47.3％で最も多くなっ

ています。次いで「無職（主婦・学生含む）」という回答が 16.8％、「その他」という回答が 9.4％な

どとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（採用形態） 

設問 現在の仕事の採用の形態は次のうちどれですか。 （1 つに○） 

 

採用形態は「短期契約に基づく採用（契約社員、期間工、臨時職員、アルバイト・パートな

ど）」という回答が 33.6％で最も多くなっています。次いで「正規社員・職員」という回答が 30.9％、

「無職」という回答が 13.7％、「自営業」という回答が 6.1％、「その他」が 6.3％、「無回答」が

9.4％となっています。 

国籍など地域別でみると、「正規社員・職員」と答えた人の割合は中南米で高くなっています。

「短期契約に基づく採用（契約社員、期間工、臨時職員、アルバイト・パートなど）」と答えた人の

割合はフィリピン、その他アジアで高くなっています。 

 

（契約期間） 

前問で「短期契約に基づく採用」を選ばれた人にお聞きします。 

設問 契約期間は次のうちどれですか。 （1 つに○） 

 

契約期間は「１年以上」という回答が 49.3％で最も多くなっています。次いで「その他」という回

答が18.9％、「6か月以上1年未満」という回答が 14.6％、「2 ヶ月以上6ヶ月未満」が 9.8％、「2

ヶ月未満」、「無回答」がともに 3.7％となっています。 

47.3 8.4 16.8 9.4 6.1

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
(489)

①経営・管理職（課長以上） ②技術職（研究員、技術者等）

③農林漁業 ④事務職

⑤専門職（弁護士、会計士、医者等） ⑥販売員（セールスマン等）

⑦技能職（工場労働者、運転士等） ⑧作業員（清掃、建設・土木、配達員等）

⑨教員（教授、教師、語学教師等） ⑩無職（主婦・学生含む）

⑪その他 ⑫無回答

① 

② 

③

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ ⑧

⑨

⑩ ⑪ 

⑫
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（コミュニティへの参画について） 

設問 あなたは、町内の清掃作業やお祭り、団地の自治会など、地域の活動に参加してい

ますか。 （１つに○） 

 

 地域活動への参加は「都合がつけば参加するようにしている」という回答が、24.4％で最も多く

なっています。次いで「まったく参加していない」という回答が21.9％、「日ごろから積極的に参加

している」という回答が 16.0％などとなっています。 

国籍など地域別にみると、「日ごろから積極的に参加している」と答えた人の割合は、韓国・朝

鮮で高くなっています。「まったく参加していない」と答えた人の割合は、中国で高くなっていま

す。 

（　）内は有効回答数

30.0

10.8

14.7

12.9

6.7 13.3

15.6

5.0

13.3

15.0

20.0

24.4

4.4

13.3

31.213.3

16.0

16.0 24.4

31.7

28.9

25.3

19.4

16.2

7.4

13.2

9.6

6.7

5.0

3.6

6.7

7.2

4.4

12.9

7.5

2.2

4.4

33.4

10.2

19.1

3.3

6.5

13.3

11.0

35.0

32.2

15.5

23.6

21.9

2.7

3.3

1.2

4.3

1.5

3.2

1.2

2.2

2.7

3.2

4.8

12.9

6.7

7.2

2.4

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(489)

韓国・朝鮮(60)

中国(83)

フィリピン(68)

その他アジア(31)

中南米(187)

その他(15)

無回答(45)

①日ごろから積極的に参加している

②都合がつけば参加するようにしている

③参加したいと思っているが、なかなか参加できない

④参加したいと思っているが、日時や場所などの情報が来ない

⑤参加したいと思っているが、誘われないので、参加していない（誘われれば参加したい）

⑥全く参加していない

⑦参加する気はない

⑧その他

⑨無回答

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

⑨ 



参考資料 

 95 

（家族構成） 

設問 あなたの家族構成を教えてください。（ご本人を含む、一緒にお住まいの人数を記入し

てください。） 

 

家族構成は「2 人」という回答が 20.0％で最も多くなっています。次いで「3 人」という回答が

19.4％、「4 人」という回答が 19.2％などとなっています。同居の家族は「配偶者」という回答が

79.2％で最も多くなっています。次いで「子ども」という回答が 61.3％、「親」という回答が 18.2％

などとなっています。 

国籍など地域別にみると、「2 人」と答えた人の割合は、韓国・朝鮮、フィリピンで高くなってい

ます。「6 人以上」と答えた人の割合は、その他アジアで高くなっています。家族構成において、

「孫」「祖父母」と答えた人の割合が、その他アジアで高くなっています。 

（　）内は有効回答数

6.7

9.6

9.7

20.0

13.3

20.0

29.9

19.8

20.0

8.9

19.4

11.8

19.4

25.7

13.3

6.7

19.2

23.3

12.0

16.2

16.1

24.6

13.3

13.3

12.0

22.5

8.9

20.4

15.0

21.7

20.6

22.6

14.4

26.7

2.9

9.0

9.6

30.9

9.7

14.5 21.8

16.7

6.5

8.4

6.7

13.2

4.8

6.7

4.4

1.7

1.1

5.5

4.4

44.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(489)

韓国・朝鮮(60)

中国(83)

フィリピン(68)

その他アジア(31)

中南米(187)

その他(15)

無回答(45)

①１人暮らし ②2人 ③3人 ④4人 ⑤5人 ⑥6人以上 ⑦無回答

① ② ③ ④ ⑥ ⑤ ⑦ 
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（通学の状況） 

設問 あなたはお子さんを日本で学校に通わせていますか。通わせている、または過去に

通わせたことがある場合、学校の種類は何です（でした）か。 

 

通学年齢の子どものいる人の子どもの通学の状況は「通わせている」という回答が82.6％で最

も多くなっています。次いで「一度も通わせたことがない」が 11.1％、「通わせていたがやめてし

まった」が 6.3％となっています。 

通学の経験のある学校の種類は「日本の公立学校」という回答が72.3％で最も多くなっていま

す。次いで「母国語を中心に教える外国人学校」という回答が 16.1％、「日本の私立学校」、「イ

ンターナショナルスクール」がともに 1.8％となっています。 

 

（学校を選んだ理由） 

設問 その学校を選んだ理由として最も重要なものはどれですか。 (1 つに○) 

（複数のお子さんをお持ちの場合には、それぞれ該当する項目に人数をお書きください。） 

 

 学校を選んだ理由は「自宅から近いから」という回答が 25.0％で最も多くなっています。次いで

「日本語を習得させたいから」という回答が 19.6％、「言葉が通じるから」という回答が 7.1％、「学

費が安いから」と「自国の習慣や文化を習得させたいから」という回答がともに 5.4％などとなって

います。 

 

 

 

（　）内は有効回答数

33.3

12.5

33.3

25.0

50.0

13.6

36.4

7.1

11.9

5.4

10.2 30.4

18.2

100.0

34.8

16.7

43.8

37.5

66.7

30.5

45.4

1.7

5.4

43.6

37.5

6.3 6.3

0.9

12.5

19.6

1.7

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(112)

韓国・朝鮮(6)

中国(16)

フィリピン(16)

その他アジア(3)

中南米(59)

その他(1)

無回答(11)

①学費が安いから ②自宅から近いから

③言葉が通じるから ④自国の習慣や文化を習得させたいから

⑤友達あるいは兄弟が行っているから ⑥日本語を習得させたいから

⑦学校の教育方針や校風が気に入った ⑧無回答

① ② ③ ⑥ 
④ 

⑤ 
⑦ 

⑧ 



参考資料 

 97 

２ 多文化共生社会づくり推進共同宣言 
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３ 在留資格一覧 (出入国管理及び難民認定法 第 2 条の 2, 第 19 条関係) 

在留資格 本邦において行うことができる活動 

外 交 
日本国政府が接受する外国政府の外交使節団若しくは領事機関の構成員、条約若しくは国際慣行により外交使節と
同様の特権及び免除を受ける者又はこれらの者と同一の世界に属する家族の構成員としての活動 

公 用 
日本国政府の承認した外国政府若しくは国際機関の公務に従事する者又はその者と同一の世帯に属する家族の構
成員としての活動（この表の外交の項に掲げる活動を除く。） 

教 授 本邦の大学若しくはこれに準ずる機関又は高等専門学校において研究，研究の指導又は教育をする活動 

芸 術 収入を伴う音楽，美術，文学その他の芸術上の活動（この表の興行の項に掲げる活動を除く。） 

宗 教 外国の宗教団体により本邦に派遣された宗教家の行う布教その他の宗教上の活動 

報 道 外国の報道機関との契約に基づいて行う取材その他の報道上の活動 

投資･経営 

本邦において貿易その他の事業の経営を開始し若しくは本邦におけるこれらの事業に投資してその経営を行い若しく
は当該事業の管理に従事し又は本邦においてこれらの事業の経営を開始した外国人（外国法人を含む。以下この項
において同じ。）若しくは本邦におけるこれらの事業に投資している外国人に代わってその経営を行い若しくは当該事
業の管理に従事する活動（この表の法律・会計業務の項に掲げる資格を有しなければ法律上行うことができないことと
されている事業の経営若しくは管理に従事する活動を除く。） 

法 律 ･ 
会計業務 

外国法事務弁護士，外国公認会計士その他法律上資格を有する者が行うこととされている法律又は会計に係る業務
に従事する活動 

医 療 医師，歯科医師その他法律上資格を有する者が行うこととされている医療に係る業務に従事する活動 

研 究 本邦の公私の機関との契約に基づいて研究を行う業務に従事する活動（この表の教授の項に掲げる活動を除く。） 

教 育 
本邦の小学校，中学校，高等学校，中等教育学校，盲学校，聾学校，養護学校，専修学校又は各種学校若しくは設備
及び編制に関してこれに準ずる教育機関において語学教育その他の教育をする活動 

技 術 
本邦の公私の機関との契約に基づいて行う理学，工学その他の自然科学の分野に属する技術又は知識を要する業
務に従事する活動（この表の教授の項，投資・経営の項，医療の項から教育の項まで，企業内転勤の項及び興行の項
に掲げる活動を除く。） 

人文知識･
国際業務 

本邦の公私の機関との契約に基づいて行う法律学，経済学，社会学その他の人文科学の分野に属する知識を必要と
する業務又は外国の文化に基盤を有する思考若しくは感受性を必要とする業務に従事する活動（この表の教授の項，
芸術の項，報道の項，投資・経営の項から教育の項まで，企業内転勤の項及び興行の項に掲げる活動を除く。） 

企 業 内 
転  勤 

本邦に本店，支店その他の事業所のある公私の機関の外国にある事業所の職員が本邦にある事業所に期間を定め
て転勤して当該事業所において行うこの表の技術の項又は人文知識・国際業務の項に掲げる活動 

興 行 
演劇，演芸，演奏，スポーツ等の興行に係る活動又はその他の芸術活動（この表の投資・経営の項に掲げる活動を除
く。） 

技 能 本邦の公私の機関との契約に基づいて行う産業上の特殊な分野に属する熟練した技能を要する業務に従事する活動

文化活動 
収入を伴わない学術上若しくは芸術上の活動又は我が国特有の文化若しくは技芸について専門的な研究を行い若し
くは専門家の指導を受けてこれを修得する活動（この表の留学の項から研修の項までに掲げる活動を除く。） 

短期滞在 
本邦に短期間滞在して行う観光，保養，スポーツ，親族の訪問，見学，講習又は会合への参加，業務連絡その他これ
らに類似する活動 

留 学 
本邦の大学若しくはこれに準ずる機関，専修学校の専門課程，外国において 12 年の学校教育を修了した者に対して
本邦の大学に入学するための教育を行う機関又は高等専門学校において教育を受ける活動 

就 学 
本邦の高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。）若しくは盲学校，聾学校若しくは養護学校の高等部，専修学校
の高等課程若しくは一般課程又は各種学校（この表の留学の項に規定する機関を除く。）若しくは設備及び編制に関し
てこれに準ずる教育機関において教育を受ける活動 

研 修 
本邦の公私の機関により受け入れられて行う技術，技能又は知識の修得をする活動（この表の留学の項及び就学の
項に掲げる活動を除く。） 

家族滞在 
この表の教授から文化活動までの在留資格をもって在留する者又はこの表の留学，就学若しくは研修の在留資格をも
って在留する者の扶養を受ける配偶者又は子として行う日常的な活動 

特定活動 法務大臣が個々の外国人について特に指定する活動 

 

在留資格 本邦において有する身分または地位 

永 住 者 法務大臣が永住を認める者 

日本人の 
配偶者等 

日本人の配偶者若しくは民法（明治29年法律第89号）第 817条の 2の規定による特別養子又は日本人の子として出
生した者 

永住者の 
配偶者等 

永住者の在留資格をもって在留する者若しくは特別永住者（以下「永住者等」と総称する。）の配偶者又は永住者等の
子として本邦で出生しその後引き続き本邦に在留している者 

定 住 者 法務大臣が特別な理由を考慮し一定の在留期間を指定して居住を認める者 
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就労制限 

該当例 在留期間 
なし

一 定

範囲可

就労

不可

外国政府の大使，公使，総領事，代表団構成員など及びその家族 外交活動の期間 
 
 

●  

外国政府の大使館・領事館の職員，国際機関などから公の用務で派遣される者な
ど及びその家族 

公用活動の期間  ●  

大学教授など 3 年又は 1年  ●  

作曲家，画家，著述家など 3 年又は 1年  ●  

外国の宗教団体から派遣される宣教師など 3 年又は 1年  ●  

外国の報道機関の記者，カメラマン 3 年又は 1年  ●  

外資系企業などの経営者・管理者 

 
 

3 年又は 1年 
 
 

 ●  

弁護士，公認会計士など 3 年又は 1年 
 
 

●  

医師，歯科医師，看護師 3 年又は 1年  ●  

政府関係機関や私企業などの研究者 3 年又は 1年  ●  

中学校・高等学校などの語学教師など 3 年又は 1年 
 
 

●  

機械工学などの技術者 
 

3 年又は 1年 
 

 ●  

通訳，デザイナー，私企業の語学教師など 
 

3 年又は 1年 
 

 ●  

外国の事業所からの転勤者 3 年又は 1年 
 
 

●  

俳優，歌手，ダンサー，プロスポーツ選手など 
1 年・6 月・3 月 
又は 15 日 

 
 

●  

外国料理の調理師，スポーツ指導者，航空機などの操縦者，貴金属などの加工職人など 3年又は 1年  ●  

日本文化の研究者など 1 年又は 6月 
 
 

 ● 

観光客，会議参加者など 90日，30日又は15日 
 
 

 ● 

大学，短期大学などの学生 2 年又は 1年 
 
 

 ● 

高等学校，専修学校（高等又は一般課程）などの生徒 
 

1 年又は 6月 
 

  ● 

研修生 1 年又は 6月 
 
 

 ● 

在留外国人が扶養する配偶者・子 
3 年，2 年，1 年， 
6 月又は 3月 

  ● 

高度研究者，外交官などの家事使用人，ワーキング・ホリデー及び技能実習の対象
者など 

5年，4年，3年，1年，6月又
は法務大臣が個々に指定す
る期間（1 年を超えない範囲） 

 ＊ ● 

     ＊可のものもある。

該当例 在留期間 
 

法務大臣から永住の許可を受けた者（入管特例法の「特別永住者」を除く。） 無期限 ●   

日本人の配偶者・子・特別養子 3 年又は 1年 ● 
 
 

 

永住者・特別永住者の配偶者及び我が国で出生し引き続き在留している子 3 年又は 1年 ●   

インドシナ難民，日系 3 世，中国残留邦人など 
3 年，1 年又は法務大臣が
個々に指定する期間（3 年を
超えない範囲） 

● 
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４ 愛知県多文化共生推進プラン（仮称）検討会議 

（１） 開催要綱 

愛知県多文化共生推進プラン（仮称）検討会議開催要綱 

 

（目的） 

第１条 愛知県における多文化共生社会づくりを推進するための「愛知県多文化共生推進

プラン（仮称）」の策定にあたり、創意ある意見を求めるため、愛知県多文化共生推進プ

ラン（仮称）検討会議（以下、「検討会議」という。）を開催する。 

（所掌事項） 

第２条 検討会議は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項を協議する。 

  (1) 愛知県多文化共生推進プラン（仮称）策定のための検討に関すること 

  (2) その他、検討会議の目的を達成するために必要な事項 

（構成） 

第３条 検討会議は、別紙に掲げる委員により構成する。 

（座長等） 

第４条 検討会議に、座長及び座長代理を置く。 

２ 座長は会議を総括し、会議の進行にあたる。 

３ 座長代理は、座長を補佐し、座長に事故等があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 検討会議は、愛知県地域振興部長が招集する。 

２ 会議録及び会議資料は、５年間保存する。 

（公開） 

第６条 検討会議は、原則として公開するものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当

する場合は、この限りでない。 

  (1) 愛知県情報公開条例（平成１２年愛知県条例第１９号）第７条に規定する不開示情報

が含まれる事項に関して協議・検討等を行う場合 

  (2) 会議を公開することにより、当該会議の円滑な運営に著しい支障が生ずると認められ、

座長が会議の一部または全部を公開しない旨を決定した場合 

２ 検討会議の傍聴方法については、別途定める。 

（開催期間） 

第７条  検討会議は、平成１９年度において開催する。 

（庶務） 

第８条 検討会議の庶務は、地域振興部国際課多文化共生推進室において処理する。 

（雑則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、検討会議に関し必要な事項は、別に定める。 

  附則 

  この要綱は、平成１９年６月１１日から施行し、平成２０年３月３１日をもって廃止する。 
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（２）委員名簿 

「愛知多文化共生推進プラン（仮称）検討会議」委員 名簿 

 

   （五十音順、敬称略） 

 氏    名 職  名  等 

○ 近藤 敦 名城大学法学部教授 

 佐藤 久美 
特定非営利活動法人愛知善意ガイドネットワーク副理事長 

英文情報誌「アベニューズ」代表 

 田中 アルシーデス ヒデオ 豊橋ブラジル協会代表 

 田村 太郎 特定非営利活動法人多文化共生センター大阪代表理事

 長尾 英俊 愛知県小中学校長会副会長 

 古橋 三吉 財団法人豊田市国際交流協会事務局長 

 堀内 一孝 豊橋市企画部長 

 松本 一子 
特定非営利活動法人子どもの国理事 

特定非営利活動法人保見ヶ丘国際交流センター理事 

 三宅 宏一 愛知県経営者協会企画・海外グループ部長 

 山本 かほり 愛知県立大学文学部准教授 

◎ 山脇 啓造 明治大学商学部教授 

◎：座長  ○：座長代理 
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５ 愛知県国際化推進連絡会議 

（１） 設置要綱 

愛知県国際化推進連絡会議設置要綱 

 

（目的） 

第１条 本県の国際化の推進について、一体的かつ効果的な推進を図るため、愛知県国際

化推進連絡会議（以下「会議」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 会議は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事項を所掌する。 

  （１）本県の国際化推進に関する総合的な連絡・調整に関すること。 

  （２）その他、国際化の推進に必要な事項に関すること 

（構成） 

第３条 会議は、別表に掲げる者（以下「構成員」という。）をもって構成する。 

２ 会議には議長を置き、地域振興部長をもってこれに充てる。 

（運営） 

第４条 会議は、議長が統括し、必要に応じ召集するものとする。 

２ 議長は、必要に応じ構成員以外の関係者の参加を求めることができる。 

（意見の聴取） 

第５条 議長は、必要があると認めたときは、会議に有識者の出席を求めて、その意見を聴

取することができる。 

（部会） 

第６条 会議には、部会を置くことができる。 

２ 部会は、議長の要請に基づく検討等を行うものとし、その運営については議長が別に定

める。 

（庶務） 

第７条 検討会議に関する庶務は、地域振興部国際課において処理する。 

（雑則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営に必要な事項は、議長が別に定める。 

 

附則 （省略） 
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（２） 会議構成員 

愛知県国際化推進連絡会議構成員 

部  局 構  成  員 

知事政策局 企画課長 

総務部 人事課長 

地域政策課長 

国際課長 

多文化共生推進室長 

情報企画課長 

地域振興部 

航空対策課長 

県民総務課長 

人権同和対策室長 

社会活動推進課長 

男女共同参画室長 

地域安全課長 

文化芸術課長 

県民生活部 

私学振興室長 

防災局 防災危機管理課長 

環境政策課長 

地球温暖化対策室長 環境部 

自然環境課長 

医療福祉計画課長 

児童家庭課長 健康福祉部 

医務国保課長 

産業労働政策課長 

地域産業課長 

新産業課長 

産業立地通商課長 

観光コンベンション課長 

産業労働部 

就業促進課長 

農林政策課長 
農林水産部 

園芸農産課長 

建設企画課長 

公園緑地課長 

港湾課長 
建設部 

県営住宅管理室長 
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部  局 構  成  員 

企業庁 企業誘致課長 

病院事業庁 管理課長 

議会事務局 総務課長 

教育企画室長 

生涯学習課長 

高等学校教育課長 
教育委員会 

義務教育課長 

警察本部 警務課長 

 

（３） 部会運営要領 

愛知県国際化推進連絡会議部会運営要領 

 

（目的） 

第１ この要領は、愛知県国際化推進連絡会議（以下「会議」という。）設置要綱第６条の規

定に基づき、部会の運営について、必要な事項を定める。 

（所掌事務） 

第２ 部会は、特定の分野において関係部局の調整を必要とする事項について、情報交換、

協議、検討及び調整を行う。 

（部会の構成及び運営） 

第３ 別表１に掲げる部会を設置し、それぞれ部会長を定めるものとする。 

２ 各部会の構成員は、別表１の構成課室の課長補佐級の職員とする。但し、課長補佐級

職員を充てることが困難な場合は主査級の職員とする。 

３ 部会は、部会長が必要に応じて招集する。 

４ 部会長は、部会の構成員以外の者の出席を求めることができる。 

５ 部会で協議した事項については、部会長が会議へ報告するものとする。 

（庶務） 

第４ 各部会の庶務は、各部会長の課室において処理する。 

（雑則） 

第５ この要領に定めるもののほか、部会の運営に必要な事項は、各部会長が別に定める。 

 

 附 則 

この要領は、平成１８年１１月７日から施行する。 

新たな国際化推進計画策定部会は、同計画の策定をもって解散することとする。 
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別表１ 部会の構成課室 

 

名 称 部 局 名 構 成 課 室 

知事政策局 企画課 

総務部 人事課 

地域振興部 
地域政策課、国際課、多文化共生推進室、 

情報企画課、航空対策課 

県民生活部 
社会活動推進課、男女共同参画室、 

文化芸術課、私学振興室 

防災局 防災危機管理課 

環境部 環境政策課、地球温暖化対策室、自然環境課 

産業労働部 

産業労働政策課、地域産業課、新産業課、 

産業立地通商課、観光コンベンション課、 

就業促進課 

農林水産部 農林政策課、園芸農産課 

建設部 建設企画課、公園緑地課、港湾課 

企業庁 企業誘致課 

病院事業庁 管理課 

教育委員会 
教育企画室、生涯学習課、高等学校教育課、 

義務教育課 

（
部
会
長
・国
際
課
長
） 

新
た
な
国
際
化
推
進
計
画
策
定
部
会 

警察本部 警務課 

知事政策局 企画課 

総務部 人事課 

地域振興部 国際課、多文化共生推進室 

県民生活部 
人権同和対策室、社会活動推進課、 

男女共同参画室、地域安全課、私学振興室 

防災局 防災危機管理課 

健康福祉部 児童家庭課、医務国保課 

産業労働部 就業促進課 

建設部 県営住宅管理室 

教育委員会 
教育企画室、生涯学習課、高等学校教育課、 

義務教育課 

（
部
会
長
・多
文
化
共
生
推
進
室
長
） 

多 

文 

化 

共 

生 

部 

会 

警察本部 警務課 
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６ 作成経過 

 

２００６年１１月１７日  愛知県国際化推進連絡会議開催 

２００７年 ３月１９日  愛知県多文化共生社会づくり推進会議報告書受領 

５月３０日  愛知県国際化推進連絡会議多文化共生部会開催 

６月２９日  第１回愛知県多文化共生推進プラン（仮称）検討会議開催 

６月３０日 

～７月３０日 

 愛知県の国際化に関する県民意識調査実施 

９月１９日  第２回愛知県多文化共生推進プラン（仮称）検討会議開催 

１１月 １日 

～１１月１２日 

 県内市町村･市町国際交流協会から意見聴取 

１１月２９日  第３回愛知県多文化共生推進プラン（仮称）検討会議開催 

２００８年 １月２３日 

      ～２月２２日 

 パブリックコメント実施 

     ２月２９日  第４回愛知県多文化共生推進プラン（仮称）検討会議開催 

     ３月１８日  愛知県国際化推進連絡会議開催 

 


